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電気自動車は，走行時に環境負荷物質を排出せず，車載用蓄電池が再生可能エネルギーの変動する出力

を調整する役割を果たすことから，カーボンニュートラルに向けた普及が期待されている．一方で乗用車

を中心に電動化が進むと同時に，EV の充電による電力需要の増大が懸念されている．今後，全国的な EV
普及前段階として本研究では，道路交通センサスデータの車両運行（走行・駐車）状況から，全国の 1650
市町村を対象にクラスター分析を行った結果，車両運行状況が 6 クラスターに分類された．分類されたク

ラスターでは．特に時間帯別の駐車場所に関する割合の差異に特徴を有していた．本研究の成果は今後我

が国の電動化に向けて，道路管理者を含む自治体，企業が整備する充電施設数の検討などで一助となるこ

とが期待される． 
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1. はじめに 
 
近年，地球温暖化やピークオイルが問題視される中で，

エネルギーのカーボンニュートラル化に向けた取組が世

界的に進行している．我が国では，2020 年 10 月に宣言

した「2050年カーボンニュートラル」実現に向けて，特

に，温室効果ガス排出の 8割以上を占めるエネルギー分

野の取組が重要視されている 1)．そのうち，運輸部門に

おいては，近年，乗用車を中心に電動化が世界的に進行

し，欧州の一部の国やカリフォルニア州ではガソリン車

の販売の禁止が相次いで打ち出されるなど，自動車の電

動化は，想像以上のペースで進んでいる．特に，電気自

動車（Electric Vehicle，以下 EV）は，走行時に環境負荷

物質を排出しないという利点だけではなく，車載用蓄電

池を活用できるという利点があり，災害が多い我が国に

おいて，その活用が期待される． 
また，世界規模では，EV売上は 2019年に 210万台を

超え，自動車販売全体の 2.6%を占めている 2)．特に，

2025年までに内燃自動車を禁止としているノルウェーで

は，2019年時点で EV市場シェアは 46%と世界で最も普

及が進んでいる．我が国でも，遅くとも 2030 年代半ば

までに，乗用車新車販売で電動車 100％の実現を目指し

ているものの，欧州や中国に比べ，普及が遅れている．

その要因として，一般乗用車と比べた車体購入時のコス

ト高，航続距離の短さ，さらには充電設備の欠如，充電

時間の長さ等があげられる．また，日本では，軽乗用車

しか相互通行できない道が 85%あり，特に地方部におい

て道路インフラ整備が進められていないことも要因であ

る．さらに，軽自動車の電動化は，車体設計上の制約が

厳しいことも普及が遅れている要因である．ただし，近

年では，充電インフラ拡充に向けた設備費用補助事業 3)

や，EV の実証実験 4)，EV のバッテリー容量が増加する

等，EV の普及拡大に向けた取組が進行し，今後の普及

が予想される． 
EV普及時において，EV充電による電力需要の増大を

把握することは，電力系統の安定した運用に向けて重要
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となる．また，EV 充電有無は，車両の走行状態により

決定されるため，全国的な EV 普及に向け，車両の走行

履歴から都市を分類することができれば，充電インフラ

設備の配置計画等に向けた活用が期待される． 
中上ら 5)は，道路交通センサス OD 調査をもとに車両

の利用パターンを考慮した PHEVと EVの車種別の普及

シナリオを作成し，充電電力量から CO2 削減効果を検

討した．また，金森ら 6)は，名古屋市の都市計画基礎調

査データ（2006年調査）を用いて，建物用途別の延床面

積に着目して，EV 充放電による電力需要への影響を充

電シナリオ別に分析した．さらに，落合ら 7)は，道路交

通センサスオーナーインタビュー調査をもとに，EV や

PV が導入された将来を想定し，電力の自給自足の可能

性について分析し，都市の特性や施策による影響につい

て検討した．既往研究では，特定の市町村のみを検討範

囲とした場合が多く，今後の全国的な EV と EV に関連

するインフラ整備の普及拡大を見越すと，まず全国の市

町村における車両の運行状況の違いを明らかにすること

は重要である． 
そこで，本研究では，道路交通センサスオーナーイン

タビューOD 調査を用い，全国の市町村における車両の

運行状況の特徴を把握する．特に，走行，場所を考慮し

た駐車に着目し，車両運行状況からクラスター分析を行

い，クラスターごとの車両の運行状況の特徴を明らかに

する． 
 
 

2.  平成 27年度道路交通センサスオーナーインタ 

ビューOD調査 
 
(1) データ概要 

平成 27 年度道路交通センサスオーナーインタビュー

OD 調査は，全国（一部離島を除く）の登録車両 7,645.9
万台のうち，118.0 万台（1.5%）の車両を無作為に抽出

し，自動車の所有者，使用者に調査日の 1日の自動車の

運行状況をアンケート式で調査したものである．調査は， 
9 月中旬～11 月中旬に行われ，平日は火曜日～木曜日で

前後に休日がない１日，休日は連休とならない祝祭日及

び日曜日であり，平日・休日とも豪雨等の異常天候，イ

ベント等の通常と異なる交通状況の予想される日は除い

ている． 
調査対象車両は，緊急自動車，特殊車及び自衛隊用車

両・外交官用車両等を除いた，三輪以上の自動車 8車種

（軽乗用車・乗用車・バス・軽貨物車・小型貨物車・貨

客車・普通貨物車・特種車）である．  
 
(2) データの整理 

 調査日について，本研究では，サンプル数が多く，オ

ーナーマスターから集計している平日のデータを扱う．

また，サンプル数が少ない都市でも，データの精度を確

保するために，常に各車両の拡大係数を考慮する． 
 車種について，EV 化が進む乗用車を対象とする．な

お，所有形態（自家用［個人使用・法人使用］，営業用）

は区別しない． 
 全国の市町村について，総務省が各種統計に用いてい

る都市規模の設定に準ずるものとする（表-1）．道路交

通センサスデータでは，市町村によりサンプル数の偏り

があるが，全 1,651 市町村を対象に車両の運行状況を集

計した． 
 車両の運行状況について，調査日に 1度も移動しなか

った車両を運休車両， 1度でも移動した車両を運行車両

とする．運行車両について，調査日当日午前 3時 0分か

ら翌日午前 3時 0分まで，10分単位で（開始時刻から，

終了時刻の 1つ前の時刻まで），車両の状態を集計する．

つまり，24時間で計 144の車両の状態を集計する．車両

の状態は，駐車・移動・不明のいずれかである．なお，

駐車の場合，駐車場所（自宅，職場，学校，家事・買物

先，私用先，観光・レジャー先，送迎先，業務先）も同

時に示す．また，B ゾーンで集計するが，ゾーン内内ト

リップも移動とみなす．ここで，B ゾーンとは，市区町

村内をさらに複数のゾーンに分割したものである．不明

について，未回答のものを不明とする．さらに，車両の

状態は 10 分単位で集計するため，開始・終了が同時刻

となる場合（例：9時 45分開始→9時 54分終了など）に

は，その移動・駐車の状態は反映しない． 
 

表-1 全国の市町村 

分類 都市数 要件 
大都市 21 東京都区部，政令指定都市 
中都市① 51 人口 30万人以上の都市 
中都市② 189 人口 30万人未満 10万人以上

の都市 
小都市 523 人口 10万人未満の市 
町村 867 町，村 

 
 
3.  クラスター分析による都市分類 

 

(1) クラスター分析手法 

本研究では k-means++法によるクラスター分析を実施

した．これは，k-means法（k平均法：クラスターの平均

を用い，与えられたクラスター数 k個に分類する手法）

の初期値依存の問題を解消した手法である．k-means++
法のアルゴリズムを以下に示す． 
1) データ点をランダムに選び，その点を 1つ目のクラ

スター中心とする． 
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2) 全てのデータ点とその最近傍のクラスターの中心の

距離を求め，その距離の二乗に比例した確率でクラ

スターの中心として選ばれていないデータ点をクラ

スターの中心としてランダムに選ぶ． 
3) その後，選ばれたクラスターの中心を初期値として

標準的な k-means法（k平均法）を行う． 
k-means++法は，k-means法（k平均法）と比べ，収束が

速く計算時間はそれほどかからない．また，誤差も小さ

いという利点がある． 
クラスター分析における変数は，乗用車の 1時間おき

の 4つの運行状態（移動，自宅にて駐車，職場にて駐車，

その他外出先にて駐車）の割合とし，4 つの運行状態×

24 時間の計 96 変数とした．データの数（市町村数）は，

サンプル数に占める不明の割合が高く，車両状態の割合

を算出できなかった福島県楢葉町を除く，全 1650 市町

村である． 
 

(2) クラスター数 

k-means++法によるクラスター分析では，最適なクラ

スター数を決定する必要があり，本研究では，ギャップ

統計法を用いる． 
ギャップ統計法（Gap statistic method）とは，クラスタ

ー数𝑘𝑘のクラスター分析結果の評価として，クラスター

のコンパクト性を表す指標 𝑊𝑊𝑘𝑘を用い，与えられたデー

タセット𝑃𝑃と，一様乱数分布の𝐵𝐵個のデータセット𝑃𝑃𝑏𝑏  (b 
=1,…,B) について，𝑊𝑊𝑘𝑘を比較することで最適なクラスタ

ー数を推定する手法である．𝐵𝐵はブートストラップ回数

といい，後の計算において，この𝐵𝐵個のデータセットの

平均をとることで，与えられたデータセットとの対照と

してより精度の高い比較を実現する．それゆえ，この値

が高いほど精度が向上する．𝑊𝑊𝑘𝑘は以下の式で定義され

る． 
 

𝑊𝑊𝑘𝑘 = �
1

2𝑛𝑛𝑟𝑟
� � ‖𝑝𝑝𝑖𝑖 − 𝑝𝑝𝑖𝑖′‖2
1,𝑖𝑖′∈𝐶𝐶𝑟𝑟

�
𝑘𝑘

𝑟𝑟=!
 (3a) 

ここに，𝐶𝐶𝑟𝑟は各クラスター，𝑛𝑛𝑟𝑟はクラスター𝐶𝐶𝑟𝑟のデ

ータ個数であり，𝑝𝑝𝑖𝑖と𝑝𝑝𝑖𝑖′はデータセット𝑃𝑃の各データ点

である． 
また，与えられたデータセットと比較する一様乱数分

布のデ ータセット𝑃𝑃𝑏𝑏と Gap 値は，以下の式で表現でき

る． 
 𝑃𝑃𝑏𝑏 = �

𝑝𝑝𝑏𝑏,11 𝑝𝑝𝑏𝑏,1𝑀𝑀
𝑝𝑝𝑏𝑏,𝑁𝑁1 𝑝𝑝𝑏𝑏,𝑁𝑁𝑀𝑀

� (3b) 
 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑛𝑛𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖 ≤ 𝑝𝑝𝑏𝑏,𝑖𝑖𝑖𝑖 ≤ 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖  (3c) 
 

𝐺𝐺𝑚𝑚𝑝𝑝(𝑘𝑘) =
1
𝐵𝐵
� log𝑊𝑊𝑏𝑏,𝑘𝑘 − log𝑊𝑊𝑘𝑘

𝐵𝐵

𝑏𝑏=1
 (3d) 

最後に，最適なクラスター数として，以下の式を満た

す最小の𝑘𝑘が解となる． 

 𝐺𝐺𝑚𝑚𝑝𝑝(𝑘𝑘) ≥ 𝐺𝐺𝑚𝑚𝑝𝑝(𝑘𝑘 + 1) − 𝑠𝑠(𝑘𝑘 + 1) (3e) 
 

𝑠𝑠(𝑘𝑘) = 𝑠𝑠𝑑𝑑𝑘𝑘�1 +
1
𝐵𝐵 

(3f) 

ここに，𝑠𝑠𝑑𝑑𝑘𝑘は�log𝑊𝑊𝑏𝑏,𝑘𝑘�𝑏𝑏=1
𝐵𝐵

の標準偏差であり，Gap

値の増加率が鈍化し始める点を識別している． 
図-1にギャップ統計法によるクラスター数推定結果を

示す．図-1より，最適なクラスター数は 6である． 
 

 
図-1 ギャップ統計法 

 
(3) クラスター分析結果 

 表-2 に，最適なクラスター数を 6 としたときの k-
means++によるクラスター分析結果を示す．表-2 では，

各クラスターに分類された市町村の数，各クラスターの

中心の都市，その他の都市に加えて，都市規模の大きさ

を示す．ここで，都市規模の大きさとは，表-1で分類さ

れた都市規模に対して，大都市を 5，中都市①を 4，中

都市②を 3，小都市を 2，町村を 1 として，各クラスタ

ーに属する市町村の都市規模に応じて，この指標を与え，

平均をとったものである．つまり，5 を最大，1 を最小

として，値が大きいほど，クラスターに属する市町村の

都市規模が全体的に大きいことを示す．また，図-2に，

クラスター分析結果を主成分第一・第二成分（PC1，
PC2）で示す．さらに，図-3 に主成分分析の累積寄与率

を示す． 

 
図-2 クラスター分析結果図 
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表-2 クラスター分析結果表 

 

 
図-3 累積寄与率 

 
表-2，図-2 より，クラスターは主成分第一成分（PC1）

により分類された．また，東京 23 区や大阪市など都市

規模が大きくなるほど，主成分第一成分（PC1）が大き

くなる傾向がある．また，世帯当たり乗用車普及台数が

低い都市は主成分第一成分（PC1）が大きく，世帯当た

り普及台数が高い都市は主成分第一成分（PC1）が小さ

くなる傾向にあった．ただし，図-3より，累積寄与率は，

変数が多いため，第二主成分までで 34%と低い．そのた

め，データの概要を十分に説明できているとはいえない． 
次に，各クラスターの中心都市の車両の運行状況を比

較した．図-4～図-9 に鶴岡市，苫小牧市，四日市市，北

本市，我孫子市，吹田市の乗用車の運行状況の割合を示

す．図 4～図-9より，表-2で示した都市規模が大きくな

るほど，運休割合が高く，職場に駐車している割合は低

くなる．特に，鶴岡市と吹田市（クラスター1，6）で，

運休割合は 34%程度，職場に駐車している割合は時刻

11:00 において 29%程度の差がある．一方で，移動して

いる割合（約 3.0～4.1%）はほとんど変化ないが，鶴岡

市，苫小牧市，四日市市，北本市（クラスター1，2，3，
4）では，通勤時（7 時台～8 時台）に移動割合がピーク

値（10～13%程度）を示したのに対し，我孫子市と吹田

市（クラスター5，6）では帰宅時（17時台～18時台）に

ピーク値（7%程度）を示した．また，昼間（12 時～16
時）に自宅に駐車している（運休場所が自宅を含む）割

合は，鶴岡市と吹田市（クラスター1，6）でそれぞれ

41%，67%，昼間（12 時～16 時）に職場に駐車している

（運休場所が職場他を含む）割合はそれぞれ 44%，18%
であった． 
 

 
図-4 鶴岡市の車両運行状況 

 
図-5 苫小牧市の車両運行状況 

 
図-6 四日市市の車両運行状況 
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図-7 北本市の車両運行状況 

 

 
図-8 我孫子市の車両運行状況 

 

 
図-9 吹田市の車両運行状況 

 
 
4. おわりに 

 
本研究では，今後の全国的な EV と関連するインフラ

整備の普及拡大を見越し，平成 27 年度道路交通センサ

スオーナーインタビューOD 調査を用いて，全国の市町

村を対象とした車両の運行状況の違いに着目し，都市分

類を行った．その結果，全1650市町村が6つのクラスタ

ーに分類された．クラスター間で，車両の移動割合にほ

とんど差はないが，運休車両の割合で最大 34%程度，職

場に駐車している車両の割合で最大 29%程度の差があっ

た． 
今後の課題としては，今回の研究ではあくまでも走行

と 3つの駐車場所の車両運行状況のみを用いて，分類し

た結果である．自動車の運行状況は多様な要因により決

まるものであり，例えば，地理地形上の問題もある．特

に，災害時を想定すると山間部の備蓄として EV の必要

性が高まる一方で，道路インフラ整備や航続距離を考え

ると導入が進まない地域であり，地域に応じた政策提案

をする必要がある． 
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EV (Electric Vehicle) is expected to use for carbon neutrality due to its environmentally friendly during 

driving, adjusting the fluctuating output of renewable energy by using the in-vehicle storage battery. The 
Japanese government says that all vehicles will be electrified by 2050. However, electricity demand will 
also increase due to the charging of EV, electricity demand due to charging in the age of electric vehicle 
society have not been clarified. Also, in many cases, only specific cities and towns are targeted, and it is 
necessary to clarify electricity demand in each city in the age of electric vehicle society. Therefore, in this 
study, we conducted a cluster analysis on driving pattern of vehicles in cities nationwide. By analysis, all 
1650 cities, towns and villages were classified into 6 clusters, and the difference in driving pattern for each 
cluster was clarified.  
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